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（1338年） 

（1716～45年） 
（1868年） 

2030年 
11,662万人 

高齢化率 31.6% 

2050年 
9,708万人 

高齢化率 38.8% 

2100年（中位推計） 
4,959万人 

高齢化率 41.1% 

2100年（高位推計） 
6,485万人 

2100年（低位推計） 
3,795万人 

（1192年） 
757万人 

818 万人 

（1603年） 
1,227 万人 

3,128 万人 

1 

3,330 万人 

(1945年) 

7,199 万人 
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（出典）2010年以前の人口：総務省「国勢調査」、国土庁「日本列島における人口分布の長期時系列分析」（1974年）をもとに国土交通省国土政策局作成 
    それ以降の人口：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）」をもとに国土交通省国土政策局作成 

（2010年） 
12,806 万人 

総人口の長期的推移と将来推計 

○日本の総人口は、今後１００年間で１００年前（明治時代後半）の水準に戻っていく可能性。 
  この変化は千年単位でみても類を見ない、極めて急激な減少。 
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～19歳 

2,287万人 
(18.0％) 

20～64歳 
7,497万人 
(59.0％) 

65～74歳 
1,517万人 
(11.9％) 

75～歳 
1,407万人 
(11.1％) 

2010年(実績) 

6,233万人 6,573万人 
男性 女性 

総人口 1億2,806万人 

 65歳以上  

 20～64歳 
＝ 

  1人 

 2.6人 

団塊の世代 

団塊ジュニア 

2025年 

～19歳 
1,849万人 
(15.3％) 

20～64歳 
6,559万人 
(54.4％) 

65～74歳 

1,479万人 
(12.3％) 

75～歳 
2,179万人 
(18.1％) 

5,834万人 

男性 

総人口 1億2,065万人 

6,232万人 

女性 

団塊の世代 

団塊ジュニア 

 65歳以上  

 20～64歳 

  1人 

 1.8人 
＝ 

2040年 

～19歳 
1,467万人 
(13.7％) 

20～64歳 
5,393万人 
(50.3％) 

65～74歳 
1,645万人 
(15.3％) 

75～歳 
2,223万人 
(20.7％) 

5,158万人 5,569万人 

男性 女性 

総人口 1億727万人 

 65歳以上  

 20～64歳 
＝ 

  1人 

 1.4人 

団塊の世代 

団塊ジュニア 

○２０２５年に団塊の世代が後期高齢者に、２０４０年に全都道府県において人口減少 

○現在、１人の高齢者を２．６人で支えている社会構造が、２０４０年には、１人の高齢者を１．４人で支える社会構造になると推定。 

資料：2010年：「平成22年国勢調査」 
    2025年、2040年：「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（出生中位(死亡中位)推計） 

人口の変化 ～人口ピラミッドの変化～ 
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日本の出生数・出生率推移 

○日本の人口減少には歯止めがかかっていない。 

○合計特殊出生率は、平成17年の1.26から平成26年の1.42までやや回復するも、出生数は1970年代半ば以降減少傾向。 

○第２次ベビーブーム世代は40歳代となり（第３次ベビーブームは発生せず）、このまま推移すれば、今後子どもをもつ 
可能性のある若い世代の人口が傾向的に減少していくことが確実。 
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昭和・・年 平成・年

第１次ベビーブーム

（昭和22～24年）

最高の出生数

2,696,638人

昭和41年

ひのえうま

1,360,974人

第２次ベビーブーム

（昭和46～49年）

2,091,983人

平成17年

最低の合計特殊出生率 1.26

平成26年

最低の出生数

1,003,532人

・ ・ ・ ・ ・ ・

資料：厚生労働省「平成26年 人口動態統計月報年計」等 

出生数及び合計特殊出生率の年次推移 （昭和22～平成26年） 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 

人口の社会移動の推移
地方圏から三大都市圏への人口流出は、1961年の65.1万人をピークに収束傾向にあ
り、2010年には7.6万人まで減少している。

第１人口移動期
(1960～1973(オイルショック))

第１人口
移動均衡期
（1973～1980）

第２人口移動期
(1980～1990年代(バブ

ル崩壊))

第２人口移動均衡期
(1993～1995)

東京圏

関西圏

名古屋圏

地方圏

37.7万人

21.0万人

6.3万人

－65.1万人 地方圏からの転出超過ピーク

（転入超過数 万人）

三大都市圏及び地方圏における人口移動（転入超過数）の推移

東京圏
6.5万人

関西圏
0.4万人

名古屋圏
0.7万人

地方圏
7.6万人

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」
(注) 上記の地域区分は以下の通り。
東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 関西圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県
三大都市圏：東京圏、名古屋圏、関西圏 地方圏：三大都市圏以外の地域

第３人口移動期
（2000～）

-800,000
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0

200,000

400,000

600,000

1955195719591961196319651967196919711973197519771979198119831985198719891991199319951997199920012003200520072009

人口移動の状況 

○ 人口減少理由は地方によって異なるが、人口移動が大きな要因。 

○ これまで３期にわたり大きな人口移動が発生。 

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」 5 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 
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首都圏への人口集中・欧米諸国との比較 

日本（東京） 
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イタリア（ローマ） 
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人口増減割合別の地点数 
（2010年→2050年） 

（資料出所等） 
 左上図：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告（2010年

―2013年）」。なお、東京圏は東京都・神奈川県・埼玉県・
千葉県の合計、名古屋圏は愛知県・岐阜県・三重県の合
計、大阪圏は大阪府・兵庫県・京都府・奈良県の合計。 

 左下図：国土交通省国土政策局「国土のグランドデザイン
2050」（平成26年７月４日）の関連資料 

 右図：総務省「国勢調査報告」、国土交通省国土政策局推計
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○ 人口流入によって東京圏に人口が集中。国際的にも、首都圏への人口集中の度合いが強い。 

○ 一方、2050年には、人口が半分以下になる地点が６割を超え、うち２割では無居住化。 

19% 44% 35% 

増加 
2% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無居住化 50％以上減少 0％以上50％未満減少 

居住地域の２割が無居住化 

東京への人口集中と人口減少地域の増加 
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（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 

 

       

 

 

        

 

 

 

 

 
       

 

人口減少の要因（地方と３大都市） 

○ 三大都市圏、特に東京の出生率は極めて低い。 

○ 地方から三大都市圏への若者の流出・流入と低出生率が人口減少に拍車。 

（出典）厚生労働省「平成26年人口動態統計月報年計」 

（出所）日本創成会議・人口減少問題検討分科会 

   「ストップ少子化・地方元気戦略」より。 
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（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 
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8 

（出典）総務省「住民基本台帳人
口移動報告」をもとに国土交
通省国土政策局作成。 

（注）地域区分は以下のとおり。 

東京圏：埼玉県、千葉県、東京
都、神奈川県   

名古屋圏：岐阜県、愛知県、三
重県   

大阪圏：京都府、大阪府、兵庫
県、奈良県 

地方圏：三大都市圏（東京圏、
名古屋圏、大阪圏）以
外の地域 
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（単位：人） 

 地方圏では、２０代を中心に大幅な転出超過となっている。その転出先は、転入超過と
なっている東京圏。 

地方圏は20台中心

に大幅な転出超過。
東京圏に転入。 

年齢別転入超過数の状況（2013年） 

若年人材の流出 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 

  

国の総合戦略：2015～2019年度（５か年）の政策目標・施策を策定 

国の長期ビジョン:2060年に１億人程度の人口を維持する中長期展望を提示 

  

地方版総合戦略：各地域の人口動向や産業実態等を踏まえ、 
           2015～2019年度（５か年）の政策目標・施策を策定 

 地方人口ビジョン：各地域の人口動向や将来人口推計の分析や 
           中長期の将来展望を提示 

9 

国と地方のビジョン・総合戦略について 

平成26年12月策定 

現在、策定中 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 



6 

総合戦略の基本的考え方  

基本的視点 
 

（１）若い世代の就労・結婚・子育ての希望の実現 
 

（２）「東京一極集中」の歯止め 
 

（３）地域の特性に即した地域課題の解決 
 

基本目標 
 

①地方における安定した雇用を創出する 
 

②地方への新しいひとの流れをつくる 
 

③若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 
 

④時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守ると 
 

 ともに、地域と地域を連携する 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

「まち」 
地域（中山間地域等、地方都市、大都市圏

等）の特性に即した課題の解決 

「しごと」と「ひと」の好循環、 
それを支える「まち」の活性化 

「しごと」 
「雇用の質・量」 
の確保・向上 

「ひと」 
有用な人材確保・ 
育成、結婚・出産・子
育ての切れ目 
ない支援 

10 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 

まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」と「総合戦略」の全体像 

11 （C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 
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東京圏の未来と可能性 

１．世界の中の東京 
２．これまでの東京の都市機能強化に向けた取り組み 
３．東京オリンピック・パラリンピック開催に向けた取り組み 
４．リニア中央新幹線が形成するスーパーメガリージョン 
５．東京の機能強化に向けて 
   ～国土形成計画、首都圏広域地方計画～ 
６．東京が抱える高齢者問題 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 

日本国内の地域別GDP（兆円） 世界主要国のGDP（10億USドル ） 

出典：国際通貨基金（ＩＭＦ） 
    World Economic Outlook Database 

※H3(平成7年基準)、H13・H23(平成17年基準) 
※東京圏(埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県) 
 
出典：県民経済計算（内閣府） 

  H3 H23 
H23/H3 
伸び率 

アメリカ 6,174 15,518 2.5 

中国 424 7,314 17.2 

日本 3,537 5,906 1.7 

ドイツ 1,815 3,631 2.0 

フランス 1,280 2,865 2.2 

イギリス 1,070 2,465 2.3 

  H3 H23 
H3～H23 
増加量 

北海道 18.7 18.3 -0.4 

東北地方 30.3 29.8 -0.6 

首都圏 176.2 192.0 15.9 

(東京圏) 147.5 162.0 14.5 

北陸地方 20.5 20.6 0.1 

中部圏 67.8 69.6 1.9 

近畿圏 81.6 77.6 -4.1 

中国地方 27.9 28.1 0.2 

四国地方 12.5 13.9 1.3 

九州地方 39.5 43.8 4.3 

沖縄 3.0 3.8 0.8 

全国 478.0 497.4 19.4 

日本を牽引する東京 ～経済機能の集中～ 

13 

○世界の主要国のGDPは、H３からの２０年で2倍以上、中国は17倍も増加している中、日本は１．７倍と低調である。 
○その中で、国内のGDPは約１９兆円増加しているが、他圏域の増加量は低く、首都圏が経済を牽引 

１．世界の中の東京 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 
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国際競争の激化 

○１人当たりＧＤＰも２００７年にシンガポールに抜かれている。 

Currency rate as of 2013 
（USドル） 

出典：International Monetary Fund, World Economic Outlook Database, October 2014より作成 

【１人当たりGDP推移】 

14 

１．世界の中の東京 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 

世界の中の東京 

○人口や面積、日本全体と、シンガポール、香港は都市構造が大きく異なることを鑑みれば、それぞれを単純比較することには意
味がない 

15 

人口 面積 

日本※1 1億2,688万人 37万7,972km2 

 東京※2 1,346万人 2,122km2 

シンガポール※3 540万人 716km2 

香港※3 717万人 1,103km2 

※１ 人口はH27.5.1現在（出典：総務省）、面積はH26.10.1現在（出典：国土地理院） 
※２ H27.5.1現在（出典：東京都） 
※３ 外務省ＨＰより 

１．世界の中の東京 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 
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都市レベルでは今なお優位性を保つ東京 

出典：内閣府「県民経済計算」、大阪府総務部統計課「平成23年度大阪府民経済計算」、「都民経済計算年報平成23 年

度」、東京都総務局統計部「人口の動き」、上海市統計局「上海統計年鑑2013」、北京市統計局「北京統計年鑑
2013」、韓国政府統計局「地域の所得」「ソウルの人口時系列データ」 

【選定都市別一人当たり名目GDP】 
                               （PPP で換算、単位：国際ドル）  

○そこで、東京とアジアの他都市とを比較すると、東京はまだ比較優位を保っており、高い国際競争力を保持 

16 

１．世界の中の東京 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 

「世界の都市総合力ランキング２０１４」 東京が優位にある指標 （例） 

○世界の都市総合力ランキングの指標のうち、東京は「世界トップ３００企業数」等については優位である 

世界トップ３００企業数 （社） 

東京の強み 
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（出典） 
 森記念財団「世界の都市総合力ランキング２０１４」をもとに国土交通省都市局作成 
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※世界の都市総合力ランキング２０１４は４０都市を対象としている。 

17 

１．世界の中の東京 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 
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○英国情報誌「モノクル」の“生活の質が高い都市”ランキングでは、世界２位と評価されている 

東京の強み 

18 

英国際情報誌「モノクル」 “生活の質が高い都市”ランキング 

順位 都市 国 

1位 コペンハーゲン デンマーク 

2位 東京 日本 

3位 メルボルン オーストラリア 

4位 ストックホルム スウェーデン 

5位 ヘルシンキ フィンランド 

6位 ウィーン オーストリア 

7位 チューリヒ スイス 

8位 ミュンヘン ドイツ 

9位 京都 日本 

10位 福岡 日本 

※犯罪発生率、公共交通機関、文化、経済などの指標を基にランキング 
（出所）Monocle Quality of Life Survey 2014 
（出典）週刊東洋経済 2015.1.17 

１．世界の中の東京 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 

注：東京の値は東京証券取引所とジャスダックの合計値。普通株式を対象とし、優先株式、
外国株式を除く。 
四捨五入しているため、合計と一致しない。 

資料：「統計月報（2013年12月）」（株）東京証券取引所 

証券売買高の取引所別シェア 

売買高(2012年12月) 

百万株 ％ 

東 京 56,255  96.7% 

大 阪 1,870  3.2% 

名 古 屋 18  0.06% 

福 岡 2  0.0% 

札 幌 0  0.0% 

合 計 58,145  100.0% 

日本を牽引する東京 ～金融機能の集中～ 

19 

○証券売買高は、東京が約９７％占め、東京が金融の中枢機能を有している 

１．世界の中の東京 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 
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東京圏に集中する企業本社・研究開発機関 

東京圏 ：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 

大阪圏 ：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県 

名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 

地方圏 ：上記以外の地域 

資料：総務省「推計人口」、日本銀行「金融経済統計月報」  国税庁「国税庁
統計年報」、 総務省 「平成21年経済センサス-基礎調査」 

49.2%

57.0%

84.8%

51.9%

28.1%

東京圏

14.5%

14.8%

4.6%

12.5%

14.5%

大阪圏

4.6%

6.6%

2.3%

5.5%

8.9%

名古屋圏

31.8%

21.5%

8.3%

30.1%

48.5%

地方圏

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1
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6

人 口
(2013年)

国内銀行貸付残高
(2014年)

外国法人数
(2012年)

資本金10億円以上
の企業数

学術・研究開発機関
従事者数

凡 例

出典：中長期的な地域の課題と対応の方向性（内閣府） 

地方別 企業本社の立地状況 

日本を牽引する東京 ～産業機能の集中～ 

20 

○東京圏が人口の割合約２８％に対して資本金１０億円以上の企業数が約５７％、研究開発機関などの従事者数が５０％と東京
圏に集中し、特に企業本社は東京圏に全国の６０％が立地、外資系本社は８８％が立地するなど、東京圏に産業が集積し中枢
機能を有している。 

１．世界の中の東京 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 

平成14年６月 都市再生特別措置法 施行 

             ・「都市再生緊急整備地域」の創設 

平成23年７月 都市再生特別措置法の一部を改正する法律 施行 

             ・「特定都市再生緊急整備地域」の創設 

平成23年８月 総合特別区域法 施行 

             ・「国際戦略総合特区」の創設 

平成24年７月 都市再生特別措置法の一部を改正する法律 施行 

             ・「都市再生安全確保計画の作成」の創設 

平成26年８月 都市再生特別措置法の一部を改正する法律 施行 

             ・「立地適正化計画の作成」の創設 

21 

都市再生特別措置法等の主な改正内容 
２．これまでの東京の都市機能強化に向けた取り組み 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 
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○都市の再生の拠点として、 

 都市開発事業等を通じて緊急 

 かつ重点的に市街地の整備を 

 推進すべき地域として政令で 

 指定。 

相模原市 
相模原橋本駅周辺地域：36ha 

藤沢市 
辻堂駅周辺地域：30ha 

厚木市 
本厚木駅周辺地域：20ha 

柏市 
柏駅周辺地域：20ha 

千葉市 
千葉蘇我臨海地域：116ha 

千葉駅周辺地域：28ha 
千葉みなと駅西地域：21ha 

横浜市 
横浜都心・臨海地域：252ha 

横浜山内ふ頭地域：7ha 
戸塚駅周辺地域：20ha 
横浜上大岡駅西地域：7ha 

川崎市 
川崎殿町・大師河原地域：364ha 

浜川崎駅周辺地域：104ha 
川崎駅周辺地域：66ha 

さいたま市 
さいたま新都心駅周辺地域：47ha 

川口市 
川口駅周辺地域：68ha 

千代田区、中央区、港区、江東区 
東京都心・臨海地域：1991ha 

千代田区、台東区 
秋葉原・神田地域：157ha 

港区、品川区 
品川駅・田町駅周辺地域：157ha 

渋谷区 
渋谷駅周辺地域：139ha 

品川区 
大崎駅周辺地域：8ha 

新宿区 
新宿駅周辺地域：220ha 
環状四号線新宿富久沿道地域：8ha  

※赤字は特定都市再生緊急整備地域 

○都市再生緊急整備地域のうちから、都市の 

  国際競争力の強化を図る上で特に有効な 

  地域を政令で指定。 

22 

都市再生緊急整備地域 (関東23地域：うち特定都市再生緊急整備地域6地域) 
２．これまでの東京の都市機能強化に向けた取り組み 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 

23 

今後のタイムスケジュール 

現在 

２０１５ 

２０１９ 

ラグビーＷ杯 

東京オリンピック・パラ
リンピック 

東日本大震災に係る
「復興・創生期間」の
計画年度 

２０２０ 

２０２５ 

新たな国土形成計画 

の計画年度 

リニア中央新
幹線開通 

２０２７ 

東京オリンピックでサッカー会場
の１つとなる宮城スタジアム 

（出典：kenplatz.nikkeibp.co.jp） 

３．東京オリンピック・パラリンピック開催に向けた取り組み 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 
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東京都の国際戦略特区“アジアヘッドクォーター特区” 

※第２回東京圏国家戦略特区区域会議東京都提出資料より 24 

３．東京オリンピック・パラリンピック開催に向けた取り組み 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 24 

品川駅・田町駅周辺まちづくりガイドライン2014の概要（東京都：平成24年９月） 
将来像を実現するための主な事業 

新駅 

リニア 

特定都市再生緊急整備地域 

特定都市再生緊急整備地域 

25 

特定都市再生緊急整備地域 （品川駅・田町駅周辺地域[189ha]：Ｈ24.1.20指定） 
３．東京オリンピック・パラリンピック開催に向けた取り組み 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 
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26 

リニア中央新幹線の開通に伴う品川駅周辺の再開発 

○リニア中央新幹線の開通に当たり、品川にターミナル駅が設置されることを契機として、品川駅周辺の開発が一層活発化 

FNNニュース映像より 

■品川駅周辺の再開発計画 

○山手線、京浜東北線を移設し、車両基地の整理・
縮小により生み出される用地を活用して再開発を
実施 

出典：www.yomiuri.co.jp 

■品川駅周辺の再開発イメージ 

３．東京オリンピック・パラリンピック開催に向けた取り組み 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 

27 

都市開発事業

公共施設整備

都市再生緊急整備地域

特定都市再生緊急整備地域

①渋谷駅街区土地区画整理事業 
実施主体：渋谷駅街区土地区画整理事業 
       共同施行者 
実施期間：H22～H38 

②道玄坂一丁目駅前地区 
第一種市街地再開発事業 

実施主体：道玄坂一丁目駅前地区市街地 
       再開発組合 
実施期間：H25～H31 

③渋谷駅桜丘口地区 
第一種市街地再開発事業 

実施主体：渋谷駅桜丘口地区再開発準備  
       組合 
実施期間：H26～H33 

渋谷駅南街区土地区画整理事業 
実施主体：渋谷駅南街区土地区画整理 
       組合 
実施期間：H26～H30 

㋒ 旧大山街道歩行空間拡幅事業 
実施主体：渋谷区 
実施期間：H26～H38 

㋐仮称）渋谷駅街区北側自由通路 
整備事業 

実施主体：渋谷駅街区土地区画整理事業  
       共同施行者 
実施期間：H23～H38 

㋑仮称）南口北側自由通路 
整備事業 

実施主体：渋谷区 
実施期間：H26～H38 

出典元：渋谷駅中心地区基盤整備都市計画変更のあらまし（渋谷区） 

出典元：東京急行電鉄（株）HP 

出典元：渋谷駅中心地区基盤整備都市計画変更のあらまし（渋谷区） 

出典元：東京急行電鉄（株）HP 

特定都市再生緊急整備地域 （渋谷駅周辺地域[139ha]：Ｈ24.1.25指定） 
３．東京オリンピック・パラリンピック開催に向けた取り組み 

（C）Dr. Hiroto IZUMI,  

Institute for Transport Policy Studies, 2015 
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羽田空港周辺・京浜臨海部の連携による成長戦略拠点の形成 

○東京圏の一部として、国家戦略特別区域に指定されている羽田空港の周辺地域及び京浜臨海部においてライフサイエンス分
野等の成長戦略拠点を形成し、国際競争力の強化を図る 

○連携強化の具体化を図るため、国・地方の関係機関による必要な協議・調整等を行う場として、「羽田空港周辺・京浜臨海部連
携強化推進委員会」を設置 

■目標 

○世界で一番ビジネスのしやすい環境を整備することにより、世界から資
金・人材・企業等を集める国際的ビジネス拠点を形成するとともに、ライ
フサイエンス分野等におけるイノベーションを通じ、国際競争力のある
新事業を創出 

○東京圏の重要なエリアである羽田空港跡地地区（第１ゾーン及び第２
ゾーン）と殿町地区の連携を強化し、2020年に向けて成長戦略拠点の
形成を目指す。 

■成長戦略拠点の形成に向けた２つの視点 

○ライフサイエンス分野等のイノベーション創出・新産業創造拠点 

イノベーションを通じて、国際競争力のある新事業を創出するため、
世界の研究者等が価値・魅力を感じ、集積する場を形成する。 

○日本の魅力・強み発信拠点 

我が国のプレゼンスを向上、ＪＡＰＡＮブランドの輸出拡大や地方創生
に貢献するため、世界の来訪者を中心に、羽田空港との至近性を活か
したエリアで、日本の魅力・強みを一体的に発信する場を形成する。 

■拠点形成に向けた具体的な取組 

○第１ゾーンの整備 

世界と地域をつなぐ新産業創造・発信拠点の形成を目指し、産業交流施設、多目的広場、駅前広場を整備 

○第２ゾーンの整備 

24時間国際拠点空港化に伴い、国際線地区の補完的・一体的な土地利用を図るため、宿泊施設、複合業務施
設を整備 

○連絡道路の整備 

羽田空港跡地地区と殿町地区の中央部に、両地区を結ぶ新たな橋梁を整備 

○国道３５７号多摩川トンネルの整備 

羽田空港周辺地区・京浜臨海部への広域的なアクセス性の向上を図るため国道３５７号多摩川トンネルを整備 

羽田空港周辺・京浜臨海部 

位置図 

羽田空港周辺・京浜臨海部 

周辺図 

28 

３．東京オリンピック・パラリンピック開催に向けた取り組み 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 

首都圏空港の機能強化 

○羽田・成田両空港の年間合計発着枠数７５万回化の達成により、容量面では、アジア諸国の主要空港トップクラスに。 
○東京オリンピック・パラリンピックを視野に入れたさらなる国際線旅客数の増加のために、関係機関で構成する協議会を設置し、
首都圏空港の機能強化の具体策について協議を実施中。 

29 

■首都圏空港の空港処理能力の増加に関するこれまでの取組 

 

○羽田・成田両空港における年間合計発着枠を７５万回化することを最
優先課題として取り組んできた 

  （発着回数は５２．３万回（Ｈ２２）→７４．７万回（Ｈ２６）と約１．５倍に増加）。 

■首都圏空港の更なる機能強化に向けた取組 

 

○羽田、成田など首都圏空港の機能強化について、学者・専門家で構成
する「首都圏空港機能強化技術検討小委員会」が、その技術的な選択
肢を取りまとめた。 

 

○この技術的な選択肢をもとに、首都圏空港の機能強化の具体化につい
て、関係自治体や航空会社等の関係者で構成する「首都圏空港機能
強化の具体化に向けた協議会」を設置し、協議を実施中。 

2020年東京オリンピック・パラリン
ピックまでに実現し得る主な方策 

2020年東京オリンピック・パラリン
ピック以降の方策 

羽
田
空
港 

・滑走路処理能力の再検証 
 ⇒年間＋約1.3万回（約35回／日） 
・滑走路運用・飛行経路の見直し 
 ⇒年間＋約2.3～2.6万回 

（約63～72回／日） 

・滑走路の増設 

成
田
空
港 

・管制機能の高度化 
 ⇒年間＋約２万回（約55回／日） 
・高速離脱誘導路の整備 
 ⇒年間＋約２万回（約55回／日） 
・夜間飛行制限の緩和 
 ⇒年間＋α回 

・既存滑走路の延長 
・滑走路の増設 

合計約82.6万回 
（年間＋約7.9万回） 

首都圏空港機能強化技術検討小委員会の中間取りまとめ（概要） 

注：その他の課題として、両空港をフルに有効活用するための方策、異常発生時における回
復性の強化、空港処理能力拡大以外の機能強化方策、羽田空港、成田空港以外のそ
の他の空港の活用等が挙げられている。 

３．東京オリンピック・パラリンピック開催に向けた取り組み 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 



16 

30 

臨空都市東京に向けて 

○平成27年3月7日に首都高速中央環状線が３環状道路の中で最初に全面開通 
○これにより、新宿・渋谷等の副都心エリアや、関越道・東北道方向などから羽田空港へのアクセスが飛躍的に向上 

○３環状線の全面開通により、さらに空港へのアクセス性が高まることが期待される 

■全面開通した首都高速中央環状線 ■首都高速中央環状線開通の効果 

３．東京オリンピック・パラリンピック開催に向けた取り組み 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 

○2014年に訪日外国人旅行者数1300万人を達成（1341万人、対前年比29.4％増） 

○2015年も1月～4月の合計で対前年同期比43.6％増と好調 

○東アジアのみならず、東南アジア・欧米も含めて、バランスよく伸びている傾向 

【2014年の訪日外国人
旅行者割合（暫定値）】 

※ （ ）内は、訪日外国人旅行者数全体に対するシェア 

※ その他には、アジア、欧州等各地域の国であっても記載のない国･地域が含まれる。 

※ 数値は、それぞれ四捨五入によっているため、端数において合計とは合致しない場合がある。 

※ 日本政府観光局（JNTO）資料より観光庁作成 

  ②台湾 

221万人 
（21.3%） 

総計 

1341万人 

アジア 1061万人（79.1%） 
うち東アジア   892万人（66.5%） 
うち東南アジア 160万人（11.9%） 

⑤米国 
89万人 
（6.6%） 

②韓国 

276万人 
（20.5%） 

④香港 

93万人 
（6.9%） 

①台湾 

283万人 
（21.1%） 

③中国 

241万人 
（18.0%） 

その他 

 82万人    

（6.1%） 

欧州主要
3ヵ国 

54万人 

（4.0%） 

北米 

107万人 

（8.0%） 

インドネシア 

16万人 

（1.2%） 

オーストラリア 

30万人（2.3%） 
ロシア 

6万人 

（0.5%） 

ドイツ 

14万人 

（1.0%） 

フランス 

18万人（1.3%） 

イギリス 

22万人
（1.6%） 

カナダ 

18万人（1.4%） 

ベトナム 

12万人 

（0.9%） 

フィリピン 

18万人 

（1.4%） 

シンガポール 

23万人 

（1.7%） 

マレーシア 

25万人 

（1.9%） 

インド 

9万人 

（0.7%） 

 ⑥ タイ 
 66万人 
（4.9%） 

○近年増加する外国人旅行者の訪日需要を、一過性の

もので終わらせないために、更に取り組みを加速化 

訪日外国人旅行者数の状況 

1~4月計 
411 

1～4月計 
590万人 

(43.6％増) 

1月 29.1%増 

2月 57.6%増 

3月 45.3%増 

4月:176万人  
（43.3%増） 

(万人) 
＜訪日外国人旅行者数の推移＞ 

＜市場別増減率＞ （2015年1～4月の前年同期比） (%) 

31 

訪日2000万人達成に向けて（現況） 
３．東京オリンピック・パラリンピック開催に向けた取り組み 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 
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○リニア中央新幹線により、三大都市圏（6,000万人圏）が67分で結ばれ、一体化し、４つの国際空港、２つの国際戦略港湾を共
有し、世界から人・モノ・カネ・情報を引きつけ、世界を先導。 

○三大都市圏が山手線（一周59分）と同規模になるイメージ。 

１周５９分 

（出典）国土のグランドデザイン2050 

世界最大のスーパーメガリージョン形成による国際競争力強化 

32 

リニア中央新幹線により、 
三大都市圏が６７分で結ばれ一体化 

三大都市圏が 

山手線と同規模に 

世界の巨大都市圏人口ランキング 

リニア中央新幹線
により、三大都市圏
が一体化 

 

 

圧倒的な世界最大
のスーパー・メガ
リージョンを形成し、
世界を先導。 

４．リニア中央新幹線が形成するスーパーメガリージョン 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 

スーパーメガリージョンと新たなリンクの形成 

リニア中央新幹線開業によるスーパー・メガリージョンの形成 

三大都市圏間の 
移動の利便性向上 

東海道新幹線の 
ひかり号の増便 

関西圏の空港の 
利便性向上 

首都圏の空港の 
利便性向上 

中部国際空港の 
利便性向上 

品川エリアの開発 

北関東・東北と 
大阪・名古屋との 

アクセス性向上 

東京～大阪間の高速鉄道の
ダブルトラック化 

（リダンダンシーの向上） 

北東日本の 
国際ゲートウェイ 

機能の強化 

連携の 

強化 

南西日本の 
国際ゲートウェイ 

機能の強化 

西日本の窓口としての 
大阪の拠点性が向上 

連携の 

強化 

・メガリージョン全体で 
  ４つの国際空港（羽田、成田、中部、関西）、   

    ２つの国際コンテナ戦略港湾（京浜、阪神）。 

国際コンテナ戦略港湾
の活用 

４国際空港の役割分担・補完関係 

新大阪 名古屋 

高速道路との 
アクセス性向上 

品川 

関西・中国地方等への 
移動が鉄道にシフト 

33 

４．リニア中央新幹線が形成するスーパーメガリージョン 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 
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小田急 
多摩線 

中央本線 

リニア中央新幹線 

スーパーメガリージョンと新たなリンクの形成⑤ ～都市構造の変化～ 

リニア中央新幹線と他の交通ネットワークとの結節を通じて、交流拠点、物流拠点を形成するとともに、 
居住地としてのポテンシャルの発揮等により都市構造の変化を促す。 

相模線、横浜線、 

京王相模原線を利用し
た交通ネットワーク、 
小田急多摩線の延伸 

横浜アリーナ 

平成元年開業 

日産スタジアム 

平成10年開業 

出典： 

 ・「新しい世代を迎えた新幹線 

   東海道新幹線Ⅱ」（JTB）、 

 ・JR東海HP 

【東海道新幹線  
  新横浜駅への停車本数の変遷】 
 

 ○昭和42年 

   毎時３本 / 毎時６本 が停車 

 

 

 ○昭和60年 

   毎時６本 / 毎時10本 が停車 

 

 

 ○現在  

   毎時14本 / 毎時14本 （全列車）が停車 

新横浜プリンスホテル 

平成４年開業 

新横浜駅の新幹線停車本数の増加と 
駅周辺に整備された集客施設 

    高規格幹線道路等（供用区間） 

    高規格幹線道路等（事業中・計画区間）    

    国道16号 

 

    リニア中央新幹線（計画区間） 

    新幹線（営業区間）    

    JR、京王線、小田急線（営業区間） 

凡例 

立川 

八王子 

町田 

調布 

新横浜 

横浜 

藤沢 

厚木 

多摩NT 

多摩ニュータウン(NT)
の再活性化 

八王子JCT 

相模原IC 

海老名JCT 

神奈川県駅 

（相模原市） 

（平成26年度 

 開通予定） 

34 

４．リニア中央新幹線が形成するスーパーメガリージョン 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 

 

 

 国土づくりの目標：①安全で、豊かさを実感することのできる国 ②経済成長を続ける活力ある国 ③国際社会の中で存在感を発揮する国 

 新たな国土形成計画（全国計画）中間とりまとめ 概要 

 

 

第１章 国土に係る状況の変化と国土づくりの目標 

「日本の命運を決する１０年」 

 

 （１）急激な人口減少、少子化と、地域的な偏在の加速 

 （２）異次元の高齢化の進展 

 （３）変化する国際社会の中で競争の激化 

 （４）巨大災害の切迫、インフラの老朽化 

 （５）食料・水・エネルギーの制約、地球環境問題 

 （６）ICTの劇的な進歩など技術革新の進展 

  
 （１）ライフスタイルの多様化 

  ・国際化の中で競争に勝ち抜き経済的豊かさを目指す「経済志向」 
  ・自然や地域に根付いた金銭に換算できない豊かさを求める「生活志向」 
 （２）コミュニティの弱体化、共助社会づくりにおける多様な主体の役割の拡大・多様化 

 （３）安全・安心に対する国民意識の高まり 

 

（１）低・未利用地や耕作放棄地、空き家、所有者の所在の把握
が難しい土地等の問題の顕在化 

（２）我が国の森林が本格的利用期を迎える中で、森林の適切な整備・
保全や国産材の本格的活用により森林の持続的な管理を行う必要 

（３）海洋環境及び海洋権益の保全、海洋資源の利活用、離島地
域の適切な管理を行う必要 

 

 

第３章 国土の基本構想実現のための具体的方向性 

（１）個性ある地方の創生  

 ・目指すべき姿：（ａ）地域住民が「豊かさ」を実感、(b)地域が自立的、(c)地域が安定的で持続的 
 ・地域構造の将来像（小さな拠点の形成、コンパクトシティの形成、地域間連携） 
 ・魅力ある「しごと」の創出（地域資源の活用、農林水産業の６次産業化、観光振興、産学官金の連
携、イノベーション拠点の形成、地域消費型産業の生産性向上等） 

 ・「人の対流」の推進と国民生活(地方移住、二地域居住、二地域生活・就労等） 

（２）活力ある大都市圏の整備  
 ・大都市圏の個性と連携による新たな価値の創造（「創造の場」としての機能の向上、東京オリ
ンピック・パラリンピックを契機とした水素社会等の最先端技術の導入等） 

 ・安全・安心な大都市圏の形成(防災・減災対策、地域包括ケアのまちづくり等） 
 ・安心して子どもを産み育てるための環境整備（子育てに適したまちづくりの推進等） 

（３）グローバルな活躍の拡大  

 ・世界に活動の場を拡げ、成長力を高める（企業の国際競争力強化、技術力強化等） 
 ・グローバルな「対流」促進の強化（空港、港湾の機能強化、日本海・太平洋２面活用型国土等） 
 ・リニア中央新幹線によるスーパー・メガリージョンの形成 
 ・観光立国のさらなる展開（2020年を大きな通過点としつつ、その後の長期を見通した戦略的な取組
の推進等） 

（２）国土の適切な管理による安全・安心で持続可能な国土の形成  

 ・国土の適切な管理・土地の有効利用（農用地の確保、森林の整備・保全等） 
 ・環境と共生した持続可能な国土づくり（生物多様性の確保、地域における食
料・エネルギー・資源の安定確保、地球環境問題への対応等） 

 ・海洋・海域の保全と利活用 
 ・国民の参加による国土管理（国土の選択的利用・国民的経営等） 

（３）国土基盤の維持・整備・活用 

 ・国土基盤整備の安定的・持続的な推進（「選択と集中」の徹底の下での安全安心・生活
維持・成長インフラ整備、エネルギーインフラの充実、情報通信インフラの整備） 

 ・戦略的メンテナンスの推進、国土基盤を賢く使う 
 ・国土基盤を支える担い手の確保とインフラビジネスの拡大（現場の担い手・
技能人材の確保・育成） 

 

（１）地域を支える担い手の育成 

 ・地域を支える担い手の育成 
 ・「若者希望社会」の形成 
 ・「女性活躍社会」の実現 
 ・「高齢者参画社会」の推進 
 ・「障害者共生社会」の実現 

（２）共助社会づくり 

 ・共助社会づくりにおける多様な主体の形成
（ソーシャルビジネスの推進、クラウドファンディ
ング等） 

 ・ヒトの対流を活用した共助社会づくり 
 ・コミュニティの再生 
 ・出産・子育ての環境整備（職住近接、テレ
ワーク等） 

（１）時間軸の設定 （２）ICT等の技術革新やイノベーションの導入 （３）民間活力の活用（PPP／PFI等） 

 第１節 国土を取り巻く時代の潮流と課題  第２節 国民の価値観の変化  第３節 国土空間の変化 

 

○本格的な人口減少社会における国土の基本構想 
 「対流」が全国各地でダイナミックに湧き起こる「対流促進型国土」の形成を図る。 
○「対流」の意義と態様 

 ・多様な個性を持つ様々な地域が相互に連携し生じる地域間のヒト、モノ、カネ、情報等
の双方向の活発な動き。 

 ・「対流」はそれ自体が地域に活力をもたらすとともに、イノベーションの創出。 

 ・様々な地域が個性を際立たせ、様々な流れを支える国土構造が必要。 
○「対流」の発生、維持、拡大に必要な要素 

 地域の多様な個性が原動力となって対流が発生。地域間の個性の差が際立つ
ほど、よりダイナミックに。 

第1節 「対流促進型国土」の形成：「対流」こそが日本の活力の源泉  
 
・生活に必要な各種機能を一定の地域にコンパクトに集約化することにより、こ
れらの機能を維持するとともに、利便性を向上させ、定住人口を確保。 
・各地域がネットワークでつながることにより、圏域人口を維持し、利便性の低下を回避。 
・イノベーションの生み出すヒト、モノ、カネ、情報の流動にはネットワークが不可欠。 
・様々な「コンパクト＋ネットワーク」が国土全体に重層的に広がり、生活サービ
ス機能、高次都市機能、国際業務機能まで提供され、イノベーションを創出す
るとともに、災害に対しても強くしなやかな国土構造を実現 

 第２節 重層的かつ強靱な「コンパクト＋ネットワーク」 

 第1節 ローカルに輝き、グローバルに羽ばたく国土  第２節 安全・安心と経済成長を支える国土の管理と国土基盤  第３節 国土づくりを支える参画と連携 

 第４節 横断的な視点 

 
・魅力ある地方の創生により、「ローカルに輝く国土」の形成を目指す 
・東京は国際競争力を向上させ、「グローバルに羽ばたく国土」を形成する上で重要な役割 

 第３節 東京一極集中の是正と東京圏の位置付け  
・集落地域、地方都市圏、地方広域ブロック、大都市圏 
・都市と農山漁村の相互貢献による共生 

 第４節 地域別整備の方向 

 

 
個性 

個性 
個
性 

個性 

対流は様々な地域で 

対流 個性 

＜地域の多様な個性が 
対流の原動力＞ 

個性 

（１）災害に対し粘り強くしなやかな国土の構築  

 ・多重性・代替性、自助・共助と公助の強化、東日本大震災の被災地の復興等 

平成２７年３月２４日公表 

35 

５．東京の機能強化に向けて～国土形成計画、首都圏広域地方計画～ 

第２章 国土の基本構想 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 

http://kanatabi.pref.kanagawa-kanko.jp/system/images/preview/01422_spt_main.jpg
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○経済の牽引役である首都圏が中心となり国際競争力の強化を図
る。 

○そのためには、メガリージョンが世界の競争の舞台となっているこ
とを踏まえ、リニアによって結ばれる三大都市圏をスーパーメガ
リージョンとして発展させ、その中で東京のさらなる国際競争力を
強化 

○スーパーメガリージョン内の各地 

 域の特徴を国際的に磨き、それ 

 らを連携させ、世界に情報発信 

 するとともに、「国際都市」として、 

 全ての分野でNo.1を目指す 

首都圏の課題の解決に向けた基本的な考え方 

 

 

○巨大災害の発生を前提としない成長・発展戦略は意味が無く、防
災・減災を組み入れた成長・発展戦略が必要 

○その際、防災・減災を経済発展のコストではなく、バネとしていく
「有事に役立ち平時にうれしい」しなやかで強靱な経済構造を構築 

▼課題の中でも特に深刻な「巨大災害の切迫」「国際競争の激化」 
「高齢化の進展」への対応に力点を置く 

▼課題解決の大きな契機として東京オリンピック・パラリンピックを成功させ、それをバネとして
日本を成長軌道に乗せる 

▼東京一極集中是正や東北の復興、日本海の発展にも寄与していく 

 

○２０２５年までに介護施設が首都圏全体で絶対的に不足し、さらにそれ以降も東京圏を中
心に加速する介護施設不足に対応するため、首都圏全体で都市と農村の対流を視野に
入れた高齢化社会への対応を行うことが必要。そのため、以下の施策を一体的に推進。 

    ・病気にならない健康づくり 

    ・コンパクトシティ、介護ロボット等、少ない労力で介護 

を支える効率的な仕組みづくり 

   ・都市リノベーション、団地再生による介護施設の増設 

   ・将来の移住を視野に入れた新たなふるさとづくり 

   ・住み替えの促進 

 
 
 
 

•「高精度測位社会」など、ICTとデータを利活用した新しい社会システムを構築 

•産業における生産性向上、次世代型産業の育成、物流の高度化、次世代型観光等を推進 

 

   

•東京一極集中の一因となった放射状の交通ネットワーク整備から、環状ネット 

 ワークに力点を置いた整備を進め、面的な対流・循環構造を構築 

•地方の痛みを和らげ一極集中の是正を行うために東京圏がより積極的に貢献 

•４つの国土軸※や新たな広域連携軸により、新たな連携の時代を 

 切り拓くとともに、広域連携相互の結節点として、日本全体の発展に貢献 

  

Ⅰ．防災・減災を組み入れた成長・発展戦略を描く 

Ⅱ．国際競争力を維持していくための世界都市機能
の強化と国際的なネットワークの充実強化 

Ⅲ．都市と農村の対流を視野に入れた異次元の超高齢社会への対応 

Ⅴ．東京一極集中の是正に向けた首都圏の役割 

Ⅵ．福島復興及び日本海・太平洋二面活用 

Ⅳ．日本再興を確実にする取り組み東京オリンピック・パラリンピックに
向けた準備、ＩＣＴの活用 

※４つの国土軸：「北東国
土軸」、「日本海国土軸」、
「太平洋新国土軸」、「西
日本国土軸」 

●東京都世田谷区と群馬県川場村の 

協働・連携による交流事業 

成長・発展戦略 成長・発展戦略 ＋ 

【これまで】 【これから】 

防災 減災 防災 減災 

新たな首都圏広域地方計画（骨子）の概要    
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平成２７年4月22日決定 ５．東京の機能強化に向けて～国土形成計画、首都圏広域地方計画～ 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 

（出典）関東地方整備局 

首都圏広域地方計画における首都直下地震対策（抜粋） 
 
■四路啓開：道路・水路・航路・空路の総合啓開 

 ○人員・物資の緊急輸送ルート確保のために、深刻な道路交通麻痺に対応
する道路の八方向作戦に加え、水路（河川、運河）及び航路も加えた総合
啓開を行い、空路も含めた四路の連続性を確保 

   ①四路の結節機能の強化 
   ②緊急用河川敷道路、緊急用船着場等の活用 
   ③緊急物資輸送船の海上航路ルートの確保及び優先管制・誘導・橋梁・岸壁等の耐震化（橋

梁は、陸路・水路双方の命綱） 

 ○自然災害に強く、日本海側と太平洋側の防災連携拠点となるさいたま市に
おいて、国の出先機関が集積する「さいたま新都心」付近を、国土交通省
緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE)の進出拠点に位置づけることで調整。 

 
■命をつなぐルート：膨大な数の避難者・帰宅困難者等への対応 

 ○主要な幹線道路及び河川・運河・航路における命をつなぐルートの形成 

   ①沿道建築物の耐震化や無電柱化等により発災時の確実な路上空間確保 
   ②道路照明や河川監視用カメラ等に無停電装置付きWi-Fiの付加 
   ③スマートフォン（個人端末）による（準天頂衛星等の活用）広域避難場所等への避難の案

内・誘導など的確な情報提供 
   ④避難指示等の重要な災害情報を確実かつ迅速に住民に届けるため、防災行政無線や災

害時等における情報伝達の共通基盤としての災害情報共有システムの普及等を推進 
   ⑤消火活動、医療搬送及び帰宅困難者のための河川・航路ルートの確保 

巨大災害にも対応できるレジリエンス首都圏の構築 
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○首都圏広域地方計画において首都直下地震対策を盛り込み、引き続き巨大災害への備えを実施 

５．東京の機能強化に向けて～国土形成計画、首都圏広域地方計画～ 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 
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東京圏高齢化危機回避戦略 ～増田レポート～ 
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2015年 2025年

（万人） （万人）

147.3 197.7 50.5 1 34.3% 11 →

東京都区部 98.7 129.8 31.1 31.5%

東京都市町村部 48.6 68.0 19.4 40.0%

101.6 148.5 47.0 2 46.2% 3 →

107.0 152.8 45.8 3 42.8% 5 175.2

76.5 117.7 41.2 4 53.9% 1 → 万人

71.7 108.2 36.6 5 51.0% 2 →

81.7 116.6 34.9 6 42.8% 4

12.7 14.9 2.2 42 17.0% 39

12.2 14.3 2.1 43 17.2% 38

18.8 20.5 1.7 44 9.2% 46

19.0 20.7 1.7 45 8.8% 47

9.0 10.5 1.4 46 16.0% 42

12.3 13.7 1.4 47 11.2% 44

1,645.8 2,178.6 532.7 32.4%全    国

神奈川県

大 阪 府

埼 玉 県

千 葉 県

愛 知 県

高 知 県

佐 賀 県

秋 田 県

山 形 県

鳥 取 県

島 根 県

東 京 都

順位 順位

一都三県
の増加数

後期高齢者（75歳以上人口）の見通し

75歳以上人口
増加数
（万人）

増加率
（％）

全国の増加数の 

３分の１を占める。 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」 

○2025年にかけて、東京圏は高度成長期に流入した人口が75歳以上になることで急速に高齢化。後期高齢者は10年間で175万人（全国
の増加数の３分の１）増える。 

○後期高齢者の増加率は、埼玉、千葉、神奈川県の方が東京都より高い。東京都区部は、高齢者が外部に流出しているため、全国平均
並みの増加率にとどまっている。 

６．東京が抱える高齢者問題 

（C）Dr. Hiroto IZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2015 


